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優れている、30 以上 40 未満でＢ：おおむね適切、30 未満でＣ：問題があり改善を要
する、として評価している。 











東京海洋大学大学評価委員会委員長   
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１ 全体評価 現状と問題点 













A(50-40点) B(39-30点) C(29-0点) 計（人）
平成19年度（試行） 158 42 7 207














センター）は、含まれていない。A 71.43 B 27.35 C 1.22










 図１．平成 19 年度（試行）及び平成 21 年度における教員の個人活動評価結果に 
    基づく総合評価割合 
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２ 各部局の現状と今後の課題 
 (１) 海洋科学部 
 【評価方法】 
   教育研究者としての自己活動の改善と向上に資するため、「東京海洋大学におけ
る教員の個人活動評価指針」等に従い、平成 19 年度と平成 20 年度の教員の個人
活動評価データベース（研究領域に関しては平成 16 年度～平成 20 年度のデータ
ベース）の指定項目に基づいて海洋科学部教員 123 名の個人活動評価を実施した。 






   ５段階評価の中央値「おおむね適切」を標準（３点）として、誠実に絶対評価
を行った。 
 【評価結果】 
   評価結果は、総合評価において、「東京海洋大学における教員の個人活動評価指




   今後の改善のための反省及び改善点を以下に示す。 
  １） Ｂランクといえども 34 点以下の教員は約１割存在する。教授１名を除いて
准教授と助教で占められることは、次の時代を担う人材養成に大いなる危惧
と懸念を感じる。 
  ２） 前回の結果と比較すると今回の評価点は低いが、評価基準の差異に起因す
るものと思われる。 
  ３） 教授、准教授、助教の順に評価点が低くなる傾向が顕著である。授業数、
学生指導数、論文数、社会貢献及び管理運営などにおいて教授が有利なこと
は明らかであり、評価方法改善の必要がある。 
  ４） 「社会貢献」はデータの多寡が反映し、「３」か「５」の二者択一になりが
ちな評価点と評価しにくい地道な「教育」とが同じレベルで取り扱われるこ
とに疑問を感じる。 
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 (２) 海洋工学部 
 【全体】 














   １）全学的課題 
     ① 個人活動評価と処遇評価を同時に実施したため、教員に誤解と混乱が
発生した。また、両者を同時に実施したため、教員の負担が大きかった。 
     ② データベースの改善 
       現在のデータベースは、評価のための検索等に時間がかかるとともに、
見落としが発生する可能性がある。体系的、系統的検索や、必要項目の
抽出等の操作が可能なデータベースとすべきである。 
     ③ 評価項目・基準の継続的な改善 
       評価が教員の活動に影響を与え始めている。大学ミッションに合致す
る評価項目と基準かどうか、評価により弊害が生じていないか絶えず検
討し、改善を行う必要がある。 
   ２）海洋工学部方式の検討課題 
     ① データベースからの自動入力 
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 (３) 大学院海洋科学技術研究科 
 【評価方法】 
   本年度の研究科個人評価の対象になった教員は、研究科に所属する専任教員（13
名）、研究科に所属する特任教員（５名）、研究科に所属する寄附講座教員（２名）、
本学他部局よりその評価について委嘱された兼任教員（１名）、研究科に所属する
連携大学院教員（27 名）での総計 48 名である。 
   個人評価については、教員の個人活動評価データベースを基に毎年度評価（平








   １）教育活動： 寄附講座、特任教員及び連携大学院教員は、教育の実績（担
当授業科目等）のみについて４段階評価を行った。 
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 (４) 保健管理センター 





















 (５) 産学・地域連携推進機構 
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 (６) 水圏科学フィールド教育研究センター 


















 (７) 先端科学技術研究センター 
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    ５ 特に優れている 
    ４ 優れている 
    ３ おおむね適切 
    ２ やや問題があり改善の余地がある 





    ４０以上        Ａ：優れている 
    ３０以上４０未満    Ｂ：おおむね適切 




























委員長 竹内 俊郎 （副学長） 
委 員 今津 隼馬 （副学長） 
    苦瀬 博仁 （副学長） 
    石丸  隆 （海洋科学部 教授） 
    上村  豊 （海洋科学部 教授） 
    喜多澤 彰 （海洋科学部 教授・海鷹丸船長） 
    田中 栄次 （海洋科学部 教授） 
    岩坂 直人 （海洋工学部 教授） 
    志摩 政幸 （海洋工学部 教授） 
    塚本 達郎 （海洋工学部 教授） 
    延東  真 （大学院海洋科学技術研究科 教授） 






小川 廣男 （海洋科学部長） 
鶴田 三郎 （海洋工学部長） 
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■ 〒108-8477 東京都港区港南 4-5-7 
■ 総務部企画・評価課 電話 03-5463-4043 
■ URL http://www.kaiyodai.ac.jp/ 
 
世界最高水準の卓越した大学を目指す 
